
興徳寺治山災害対策調査業務
石川県輪島市三井町
令和6年9月3日 ～ 令和6年12月13日
建設コンサルタント

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
髙橋　和宏

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和6年9月2日

株式会社森林テクニク
ス　大阪支店
法人番号
9010001100244

大阪府東大阪
市長田中2-2-
30

一般競争契約
（総合評価）

9,955,000 8,470,000 85.0% - - 3 0 - -

南方治山災害対策調査業務
石川県珠洲市上戸町
令和6年9月3日 ～ 令和7年3月14日
建設コンサルタント

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
髙橋　和宏

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和6年9月2日

株式会社森林テクニク
ス　大阪支店
法人番号
9010001100244

大阪府東大阪
市長田中2-2-
30

一般競争契約
（総合評価）

67,507,000 57,750,000 85.5% - - 2 0 - -

山地災害危険地区再点検調査業務（北
陸及び東海地区）
石川県内の国有林及び民有林直轄治山
事業区
域内、福井県内の国有林、三重県内の
国有林
令和6年9月3日 ～ 令和7年3月14日
建設コンサルタント

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
髙橋　和宏

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和6年9月2日

株式会社森林テクニク
ス　大阪支店
法人番号
9010001100244

大阪府東大阪
市長田中2-2-
30

一般競争契約
（総合評価）

39,732,000 33,000,000 83.0% - - 1 0

事業実
績、有資
格者の在
籍等

-

伯母子山腹工事
奈良県吉野郡野迫村
令和6年9月3日 ～ 令和7年3月10日
土木一式工事

分任支出負担行為担当
官
近畿中国森林管理局
奈良森林管理事務所長
中井　昌之

奈良県奈良
市赤膚町
1143-20

令和6年9月2日
株式会社長田組
法人番号

 1170001010344

和歌山県御坊
市島65

一般競争契約
（簡易型総合
評価）

79,556,400 72,270,000 90.8% - - 3 0 - -

興徳寺災害対策応急工事
石川県輪島市三井町興徳寺
令和6年9月4日 ～ 令和7年2月28日
土木一式工事

分任支出負担行為担当
官
石川森林管理署長
川﨑　秀親

石川県金沢
市朝霧台2-
21

令和6年9月3日
株式会社大成和
法人番号
3230001015079

富山県氷見市
阿尾650-4

一般競争契約 34,739,100 31,812,000 91.5% - - 2 0 - -

南方災害対策応急工事
 石川県珠洲市上戸町南方
令和6年9月4日 ～ 令和7年2月28日
土木一式工事

分任支出負担行為担当
官
石川森林管理署長
川﨑　秀親

石川県金沢
市朝霧台2-
21

令和6年9月3日
株式会社大成和
法人番号
3230001015079

富山県氷見市
阿尾650-4

一般競争契約 53,840,600 49,852,000 92.5% - - 2 0 - -

五百瀬（2号地）渓間工事
奈良県吉野郡十津川村五百瀬
令和6年9月7日 ～ 令和7年3月14日
土木一式工事

分任支出負担行為担当
官
近畿中国森林管理局
奈良森林管理事務所長
中井　昌之

奈良県奈良
市赤膚町
1143-20

令和6年9月6日
太田建設株式会社
法人番号
5150001015688

奈良県吉野郡
十津川村大字
小原315-2

一般競争契約
（簡易型総合
評価）

107,684,500 98,230,000 91.2% - - 3 0 - -

別紙様式２

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間及び種別

契約担当官等の氏名並びにその所属
する部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

一般競争契
約・指名競争
契約の別（総
合評価の実
施）

予定価格 契約金額 落札率

名称 所在地 商号又は名称 住所
公益法
人の区

分

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

公益法人の場合

応札者の
数

特別な競
争参加資
格
（※応札
者の数が
１の場合
の記載事
項）

備　　考国認
定、都
道府県
認定の
区分


